
　

国立大学法人等施設の整備

　平成２５年度　要求額　１３０，６９１百万円　（前年度　９１，５３８百万円）

　  国立大学法人等は、優れた人材の養成、独創的・先端的な学術研究、高度先進医療
の推進等に不可欠な拠点であることから、｢第３次国立大学法人等施設整備５か年計画｣
(平成２３年８月２６日文部科学大臣決定）に基づき、大学等の教育力・研究力を強化し、
かつ、質の高い医療を提供するため、施設の重点的・計画的整備を支援する。併せて、各
法人の大学改革の取り組みを支えるための基盤整備を図る。

内訳：一般会計　　　　　  ：　　　５９，７６３百万円

　　　　　（うち、重点要求  ：　２９，５６３百万円）

　　　　復興特別会計　　　：　　 ７０，９２８百万円

◆概算要求額（国立大学法人等施設整備費）

◆内　　容 [他に 、財政融資資金　４１，５５９百万円（24年度　４１，７９０百万円）]

＜一般会計＞
 　○新規事業　１３５事業（重点要求事業を含む）
　 　　・安全対策・機能改善事業　　　　 １０３事業
　   　・最先端研究施設の整備　　　　　   １２事業
　   　・大学附属病院の再生　　　　　　 　 ２０事業
   ○継続事業　　５７事業
　

＜復興特別会計＞
　 ○新規事業　１６８事業
　 　　・耐震対策事業　　　　　　　　　　　１６０事業
　 　　・大学附属病院の防災機能強化 　　８事業
　 ○継続事業　　１７事業

◆要求事業数

【国立大学法人等施設整備事業】
　　　各大学等の個性や特色を踏まえた魅力ある教育研究環境づくりに配慮しつつ、
 　以下の施策について重点的に措置する。

○東日本大震災の発生により、重要性・緊急性が再認識された耐震化の加速
  　　  平成２５年度概算要求事業完了後見込み：約93％

○安全性・機能性に問題があり、計画的解消が不可欠な老朽施設(ライフライン
  含む)の再生

○高度化・多様化する教育研究活動に対応し、国際競争力の強化にもつながる
   最先端の研究基盤整備

○国立大学改革を推進するために必要となる施設整備

○地域医療や災害時の救命救急医療の拠点となる附属病院の再開発整備及び
  防災機能強化

  平成２４年５月１日現在：89.3％
  平成２４年度予算事業完了後見込み：約91％



◆耐震性が劣る施設は２７７万㎡残存
（H24.5.1現在）

◆保有する約2,600万㎡の施設のうち、
約4割が老朽化により安全性・機能
性に問題

◆新たに採用された若手研究者の約６
割は独立した研究スペースが持てない

◆共同研究・受託研究の増加
（H16→H22 約1.5倍）

◆耐震性が劣る施設は２７７万㎡残存
（H24.5.1現在）

◆保有する約2,600万㎡の施設のうち、
約4割が老朽化により安全性・機能
性に問題

◆新たに採用された若手研究者の約６
割は独立した研究スペースが持てない

◆共同研究・受託研究の増加
（H16→H22 約1.5倍）

平 成 ２ ５ 年 度 概 算 要 求 全 体 の イ メ ー ジ
－国立大学法人等施設整備費補助金－

「重点要求」「重点要求」
２９６億円２９６億円

①質の高い学校施設環境①質の高い学校施設環境
の整備の整備 １８９億円１８９億円

②②最先端研究施設の整備最先端研究施設の整備

７４億円７４億円

③③国立大学改革を支える国立大学改革を支える
施設整備施設整備 ３３億円３３億円

国立大学法人等施設の現状国立大学法人等施設の現状国立大学法人等施設の現状

第３次国立大学法人等施設整備５か年計画第３次国立大学法人等施設整備５か年計画第３次国立大学法人等施設整備５か年計画

『平成25年度概算要求においては、上記計画の着実な推進を図りつつ、特に老朽
化対策、最先端研究や国立大学改革推進のための基盤整備、防災対策について、
重点的に支援』

◆災害による人的・物的被害の発生
→教育・研究・医療活動の停止
→貴重な研究材料等の損失、救急患者への未対応

◆施設の老朽化・陳腐化、研究環境の脆弱化の著

しい進行

→学修環境悪化による教育機能低下、研究者等の

人材流出、最先端研究の遅れ、国際競争力の低下

◆老朽化したライフラインを中心とした事故の頻発
→研究者、学生への人的被害、教育研究の停滞

◆災害による人的・物的被害の発生
→教育・研究・医療活動の停止
→貴重な研究材料等の損失、救急患者への未対応

◆施設の老朽化・陳腐化、研究環境の脆弱化の著

しい進行

→学修環境悪化による教育機能低下、研究者等の

人材流出、最先端研究の遅れ、国際競争力の低下

◆老朽化したライフラインを中心とした事故の頻発
→研究者、学生への人的被害、教育研究の停滞

十分に起こりうる問題点十分に起こりうる問題点十分に起こりうる問題点

「要求基礎額」「要求基礎額」
３０２億円３０２億円

①老朽化対策等①老朽化対策等 ８７億円８７億円

②大学附属病院の再生②大学附属病院の再生

１５億円１５億円

③継続事業等③継続事業等 ２００億円２００億円

「東日本大震災復興「東日本大震災復興
特別会計」特別会計」 ７０９億円７０９億円

①耐震対策事業①耐震対策事業 ５６０億円５６０億円

②大学附属病院の防災②大学附属病院の防災

機能強化機能強化 ２２億円２２億円

③継続事業③継続事業 １２８億円１２８億円

・ 耐震化の推進や老朽施設の増大に歯止めをかけることにより、安全な教育研究環境を確保

・ 各大学の個性や特色に応じた環境づくりにより、教育研究活動が活性化し、将来社会を先導する

創造性豊かな人材を育成

・ 国際的に卓越した教育研究拠点の形成による、イノベーション創出、国際競争力強化

・ 附属病院の防災機能強化により、災害時における安定的・継続的な診療機能を確保

・ 耐震化の推進や老朽施設の増大に歯止めをかけることにより、安全な教育研究環境を確保

・ 各大学の個性や特色に応じた環境づくりにより、教育研究活動が活性化し、将来社会を先導する

創造性豊かな人材を育成

・ 国際的に卓越した教育研究拠点の形成による、イノベーション創出、国際競争力強化

・ 附属病院の防災機能強化により、災害時における安定的・継続的な診療機能を確保

今後期待される効果

【整備目標】

○老朽改善整備（約○老朽改善整備（約400400万㎡）万㎡）
○狭隘解消整備（約○狭隘解消整備（約8080万㎡）万㎡）
○大学附属病院の再生（約○大学附属病院の再生（約7070万㎡）万㎡）

○質的向上への戦略的整備○質的向上への戦略的整備
○地球環境に配慮した教育研究の実現○地球環境に配慮した教育研究の実現
○安全な教育研究環境の確保○安全な教育研究環境の確保

「日本再生」に向けて
国立大学の機能強化の
た め に 必 要 な も の

「日本再生」に向けて
国立大学の機能強化の
た め に 必 要 な も の

継続的・計画的に整備

する必要があるもの

継続的・計画的に整備

する必要があるもの

安全・安心なキャンパス

整 備 を 強 化 す る も の

安全・安心なキャンパス

整 備 を 強 化 す る も の



平成２５年度概算要求額

１，７２３億円

平成２５年度国立大学法人等施設整備概算要求の概要

平成２４年度当初予算額

１，３３３億円

４１８億円

新規事業 ４８億円
継続事業 ３７０億円

財政融資資金

財政融資資金

４１６億円

新規事業 ６６億円
継続事業 ３５０億円

施設整備費補助金

東日本大震災復興特別会計

４４６億円

施設整備費補助金

新規事業 １０２億円
継続事業 ２００億円

４６９億円

新規事業 ２６２億円
継続事業 ２０８億円

施設整備費補助金

東日本大震災復興特別会計

７０９億円

施設整備費補助金

新規事業 ５８１億円
継続事業 １２８億円

（四捨五入により合計は一致しない）

重点要求 ２９６億円

５９８億円

基礎額 ３０２億円

（新規事業）



○老朽化の進行
i) 建築後２５年以上経過した建物 → 公立小中学校：公立小中学校：約約７割７割 国立学校：国立学校：約約６割６割
（支障事例）
・軒下のコンクリート片の落下等により、児童・生徒・学生等のけがのおそれ。
・床の剥離が激しく、転倒する危険性が高い。
・フレキシビリティに欠けるスペース。機能の陳腐化が著しく、多様化・高度化する教育研究活動に支障。

ⅱ）ライフライン設備（ガス、給排水管、電気設備等）→ 国立学校の約３割が整備後２５年以上経過国立学校の約３割が整備後２５年以上経過
（支障事例）
・ガス配管の老朽化により、ガス漏れ事故発生のおそれ。
・停電により、エレベータ停止による閉じこめ・高額な実験機器の故障・空調停止。
・水道管の破裂による断水。

◆公立学校〔公立学校施設整備費：２９７億円〕
・安全な教育環境確保安全な教育環境確保と、と、

長寿命化改良工事によるコスト縮減の実現長寿命化改良工事によるコスト縮減の実現
・近年の教育内容への適応や環境負荷の低減等、近年の教育内容への適応や環境負荷の低減等、

社会的な要請に対応社会的な要請に対応

◆国立大学等〔国立大学法人等施設整備費：１８９億円〕
・老朽施設の増大に歯止めをかけ、安全な教育研究環境を確保安全な教育研究環境を確保
・各大学の個性や特色に応じた環境づくりにより、教育研究活動が活

性化し、将来社会を先導する創造性豊かな人材を育成将来社会を先導する創造性豊かな人材を育成

施設再生により、安全・長寿命・高機能な学校に

学
校
施
設
の
現
状

人材育成とイノベーション創出を支える学校施設の整備
①質の高い学校施設環境の整備 重点要求額：４８６億円

ｺﾝｸﾘｰﾄ片の落下

［人材育成戦略］
（重点施策：大学ビジョンに基づく高等教育の抜本
的改革の実施）
・・・大学のマネジメント強化、学修環境整備、大学
入試改革、地域再生の拠点としての大学機能強
化等を進める・・・

[国土・地域活力戦略]
（重点施策：集約型のまちづくりや次世代型生活
への対応）
社会資本の適確な維持管理・更新等が不可欠で
あり、長寿命化計画の策定推進等による戦略的
な取組を推進する。

日本再生戦略での主な位置づけ

事
業
の
概
要
・
目
的
・
効
果

ガス管の腐食
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エレベーター
Ｎ＝10件

配管
Ｎ＝222件 

電気設備
Ｎ＝63件 

空調、冷・暖房　
Ｎ＝101件 

経年25年を越え
ると事故が多
発！

 更新
事故が多発
する前の確
実な更新が
重要。

《安全で質の高い
教育研究環境の確保》

○施設の省エネ化

○教育研究環境の再生

老朽化したガス配管をフレキシブ
ル管に更新することで地震に強い
ライフラインを構築。

建物の老朽化の進行
・老朽化により安全性・機能性に問題がある未改修建物が全体の約４割

毎年着実に老朽改善を実施することによ
り、老朽施設の増大に歯止めをかけ、
キャンパス全体を質の高い安全な教育研
究環境に転換。

法定耐用
年数内

一般的な
修繕時期

法定耐用年数
の２倍以上

ライフライン設備の経年と事故発生件数の関係（H16～）

ライフラインの事故多発
・ライフライン設備の事故はキャンパス全体の機能停止に至るため、事前の更新が重要。

快適で機能的な実験室の整備に
より、実験機器の増設が可能にな
り、研究環境が充実。

各大学の個性や特色に応じた魅力ある
教育研究環境を整備することにより、教
育研究活動を活性化。

面積 （万㎡）
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0

（平成24年5月1日現在）

改修が必要
な老朽施設
953万㎡

改修済の
老朽施設
631万㎡

老朽化した受変電設備を高効
率な設備へ更新することで大幅
な省エネ化を図る。

○ライフラインの再生

建物の老朽化が進行し、外壁
落下の危険や屋上防水の劣化
による雨漏りなど、安全性に問
題があり、早急の改善が必要。

空調機が老朽化し、空調効率
の低下のため省エネ性能が非
常に低い。その上、空調停止事
故が生じる危険性もある。

建物内給水管の腐食による
赤水。水質の問題が学生実
験の精度に影響するため、早
急の改善が必要。

ガス漏れガス漏れ

（石鹸水にて確認）（石鹸水にて確認）

ガス配管の老朽化。ガス漏
れが生じた場合、人命に影
響を与える事故発生のおそ
れがある。

国立大学法人等施設の再生・強
化により、施設の長寿命化を図り、
社会資本の適確な維持管理・更
新を推進する。

国立大学法人等施設の再生・強
化により、教育研究活動を活発
化させ、我が国経済社会を支え
る人材の育成を推進する。

課題 取組 効果

社会資本ストックの効率的活用

教育研究環境の改善

経年25年未満
1,108万㎡

分厚い中間層の復活

○持続可能で活力ある地域社会
の再生。

○産業構造の変化や新たな国際
分業に対応した人材の育成。

質 の 高 い 学 校 施 設 環 境 の 整 備 （国立大学等） 要求額：１８９億円



≪現状・課題≫ ≪概要・効果≫

【整備例】

・ 若手研究者のためのスペース不足・狭隘化
・ 増加する共同研究に十分対応できない

高度化・多様化する研究活動に
施設が十分対応できていない

・ 関連分野を集約し、研究拠点を形成
・ 他分野研究者間の交流、議論や共同研究を促進
・ 施設・研究機器の利用の効率化・高いフレキシビリティ
・ 若手研究者の育成と輩出への寄与
・ 省エネを図りつつ、研究に必要な精密な温湿度管理等に対応

オープンラボゾーン オフィスゾーンサポートゾーン

リフレッシュ

スペース
交流スペース

ｉＰＳ細胞研究所
（京都大学）

東工大元素戦略拠点の目指すもの

日本の元素戦略拠点の中心
≪元素戦略研究拠点施設≫

環境・資源問題を解決する
元素戦略拠点としての
「見える化」を実現

希少な元素を頼らず、
有用な電子機能材料を創出

日本発のコンセプト
「元素戦略」を強力に推進する

世界から見える研究拠点

東工大を核に、NIMS、
KEK、東大を連携機関とし、

全国に開かれた拠点

従来の発想にとらわれない
若手研究者の育成拠点

2

山中教授 ヒトiPS細胞

細野秀雄
元素戦略プロジェクト
＜研究拠点形成型＞

代表研究者

ガラスによる
高性能トランジスタ

元素戦略研究拠点施設
（東京工業大学）

狭隘化した研究環境 柔軟性の劣る研究環境

機能性の高い研究環境 研究者間の交流フレキシブルな実験スペース

オープンラボ方式による実験スペース

国際的に卓越した高度な研究環境の整備

世界最高水準の研究の更なる進展、国際競争力強化にもつながる
イノベーション創出、国内外の優秀な研究者を惹き付けることへの寄与

国立大学法人における最先端研究施設の整備 要求額：74億円

≪日本再生戦略での位置づけ≫

[ライフ成長戦略]
（重点施策：医療機器・再生医療の特性を踏まえた規制・制度
等の確立、先端医療の推進）
再生医療については、世界に先駆けて本格的に実用化するこ

とにより、世界的に優位な産業として成長させるため、10年程度
で世界最先端のiPS細胞等の安全性や標準化の確立を目指す

研究に対して、成果や進捗状況等を踏まえた集中的な支援を行
う・・・・

［科学技術イノベーション・情報通信戦略］
（重点施策：科学技術に係る人材育成の強化等による国際競争
力強化）
・・・最先端共同研究施設・設備や支援体制等の環境整備によ
る国内外から優秀な研究者を引き付け国際頭脳循環の核とな
る研究拠点・・・・を形成する。

人材育成とイノベーション創出を支える学校施設の整備
②最先端研究施設の整備 重点要求額：74億円

研究の遅れや優秀な人材の放出により、研究の遅れや優秀な人材の放出により、
国際競争力の低下やイノベーション創出の芽が国際競争力の低下やイノベーション創出の芽が

絶たれる恐れがある絶たれる恐れがある

これらを放置しておくと･･･
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